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都 道 府 県 知 事 殿

厚生労働省社会・援護局長

（公 印 省 略）

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律」の施行について（施行通知）

「地域の自主性および自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律」（平成26年法律第51号。以下「整備法」という。）が、平

成26年５月28日に成立し、６月４日に公布されたところである。

これに伴い、社会・援護局が所管する法律が改正され、平成27年４月１日に施

行されることとなっている。これらの改正の趣旨内容等は下記のとおりであるの

で、御了知の上、その事務の運営にあたってはよろしくご配慮願いたい。

記

第１ 改正の趣旨

整備法は、「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成25

年12月20日閣議決定）を踏まえ、地域の自主性及び自立性を高めるための改

革を総合的かつ計画的に推進することを目的とするものである。なお、整備

法により改正された法律のうち、社会・援護局所管のものは以下のとおりで

ある。

・消費生活協同組合法（昭和23年法律第200号）

・社会福祉法（昭和26年法律第45号）

・社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）

第２ 改正の内容

一 消費生活協同組合法の一部改正（整備法第14条関係）

（一） 地域又は職域が、都道府県の区域を超え、地方厚生局の管轄区域を超



えない組合及び連合会に対する監督に係る事務・権限を、都道府県知事

が行うものとすること。

（二） 共済事業を行う組合及び連合会の資金運用等の承認に係る事務・権限

を、組合及び連合会の所管行政庁が行うものとすること。

二 社会福祉法の一部改正（整備法第18条関係）

社会福祉主事に係る養成機関及び講習会の指定等に係る事務・権限を、都

道府県知事が行うものとすること。

三 社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正（整備法第30条関係）

社会福祉士及び介護福祉士に係る養成施設の指定等に係る事務・権限を、

都道府県知事が行うものとすること。

なお、社会福祉士又は介護福祉士の養成課程を設置している大学などの学

校の指定権限については、これまでどおり文部科学大臣及び厚生労働大臣に

残すこととしている。

第３ 施行期日

平成27年４月１日

第４ 経過措置

一 処分、申請等に関する経過措置（整備法附則第７条関係）

整備法の施行前にそれぞれの法律の規定によりされた処分、申請等の行為に

ついては、整備法の改正後のそれぞれの法律の規定によりされた処分、申請

等の行為とみなす。

二 罰則に関する経過措置（整備法附則第８条関係）

整備法の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よるものとする。
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